
  72 
 

6-2.  

 

都市再生（整備）歩行者経路協定 
（法第 45条の 2 法第 46条第 24項 法第 73条） 

Ⅰ.都市再生（整備）歩行者経路協定とは 

◉ 複数の土地所有者・借地権者が存在する区域に、歩行者デッキ、地下通路などの歩行者
通路を整備・管理する際に、土地所有者等全員の合意のもとで定める協定です。 

◉ 土地所有者等が変わった場合も、新たな土地所有者等に歩行者経路を確保する義務が承
継されます。 

 
■ 協定の対象区域  
◉ 都市再生歩行者経路協定  ：都市再生緊急整備地域 
◉ 都市再生整備

・ ・
歩行者経路協定：都市再生整備計画の区域 

 
■ 協定の締結者 
◉ 土地の所有者・借地権者（土地の所有者たる地方公共団体も含みます） 
◉ 協定区域内の全員の合意が必要になります。 
 
■ 協定の対象施設  
◉ 歩行者の移動上の利便性・安全性の向上のための経路 

（歩行者デッキ、地下通路、歩行者専用通路 など） 
 
■ 協定の内容  
◉ 協定には、以下のような内容を記載することができます。 
 協定区域、歩行者経路（以下「経路」という）の位置 

 経路の整備又は管理に関する下記事項のうち必要なもの 

 経路の幅員、路面構造に関する基準 
 経路を構成する施設（エレベーター、エスカレーター、ベンチ、植栽、広告物など）の整備・管理に

関する事項 
 その他経路の整備又は管理に関する事項 

 協定の有効期間 

 協定に違反した場合の措置 等 

◉ 協定には、協定区域の隣接地で、経路の整備又は管理に資するため区域の一部とすることが望
ましい土地について定めることができます。 
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■ 都市再生整備計画への位置付け 
◉ 都市再生整備計画区域内の協定（都市再生整備歩行者経路協定）の場合は、あらかじめ都市再

生整備計画に、協定の対象となる区域や経路の整備・管理に関する事項を記載してあることが
必要です。 

※都市再生緊急整備地域の場合は不要です。（都市再生歩行者経路協定の場合） 

 
■ 協定による法律上の効果 
◉ 売買等で土地所有者等が変わった場合、新しい土地所有者等に対しても、協定は効力を有しま

す。（民法の特例：承継効） 
 
■ 土地の所有者による協定の設定  
◉ 土地所有者が単独の場合でも、協定を定めることができます。この場合、市町村長が認可して

から３年以内に、協定区域内に２以上の土地所有者が存するようになった時から、協定は効力
を有します。 

Ⅱ.制度の活用シーン（イメージ） 

◉ 都市開発事業にあわせて、駅ビル、商業施設、オフィスビル、庁舎などに接続する歩行者
デッキや地下通路を整備する場合などに活用できます。 

◉ 土地所有者等が複数にわたる場合には、経路の位置等の計画内容、整備・管理等の役割分
担を関係者の合意のもとに事前に取りきめておき、各都市開発事業の推進にあわせて経路
を整備することが可能となります。 
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Ⅲ.制度活用のメリット 

◉ 複数の土地所有者・借地権者が存在する土地に、歩行者経路を整備・管理しようとする場合、
法定の協定を結ぶことで、費用分担や清掃・防犯活動の役割分担を明確にし、また、実効性を
担保することができます。 

◉ 協定を結んでおけば、経営状況の悪化等により土地所有者が変わってしまった場合でも、新た
な所有者に歩行者経路を確保する義務が承継されます。  

◉ 官民連携まちなか再生推進事業(エリアプラットフォームにて作成したビジョンに基づく取組
みとして、協定に基づく施設整備等に対する補助)による支援制度があります。 

Ⅳ.協定締結までの流れ 

 
 
 
 

 
  

市町村土地所有者等

①土地所有者等による発意
 土地所有者・借地権者が発意します。

 行政が地権者の場合や、緊急性や重要性が高い場合には、行政側から
働きかけることもできます。

②歩行者経路に関する基本的事項の検討及び合意形成
 歩行者経路に関する基本的事項（位置、整備主体及び費用分担、管理

体制のあり方等）を検討し、将来的に担保すべき事項を抽出します。

 当該歩行者経路に関して、協定締結に向けて関係者間で協議を行い、
合意形成を図ります。

④協定に記載すべき事項の検討
 協定対象とする歩行者経路を構成する施設（エレベータやエスカレー

タなど歩行者の移動の利便性及び安全性を高める設備を含む）の位置、
幅員、構造、整備又は管理の主体、費用負担等を検討します。

 必要に応じて、その他の管理に関するルール（広告掲出等）の実施主
体や費用負担区分等について検討します。
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 歩行者経路の
整備又は管理
に関する事項
を記述します。

⑤協定の締結
 土地所有者等全員の合意により経路協定を締結します。

【市町村長による認可の要件】

市町村長は、認可の申請が、以下の基準のいずれにも

該当するときは、当該協定を認可しなくてはなりません。
（法第４５条の４）

申請手続が法令に違反していないこと

土地・建築物等の利用を不当に制限するものでな
いこと

協定で定めるべき事項が以下の基準に適合してい

ること（規則第８条の３）

• 協定区域の境界が明確に定められていること

• 高齢者、障害者等の移動上の利便性及び

安全性の向上に資するよう配慮して定められ
ていること

• 違反した場合の措置が、違反した者に対して
不当に重い負担を課するものでないこと

• 協定区域隣接地の区域の境界が明確に定

められていること

• 協定区域隣接地が、協定区域との一体性を
有する土地の区域であること

都市再生緊急整備地域の地域整備方針又は都
市再生整備計画に記載された事項に適合している

こと

都市再生緊急整備 

地域以外の場合 

参考：都市再生（整備）歩行者経路協定認可要領の作成例について 
◉ 都市再生（整備）歩行者経路協定の認可要領を作成する場合、下記 URLから見本を

ダウンロードできますので、適宜ご活用ください。 
https://www.mlit.go.jp/toshi/common/000205042.pdf （令和 2年 9月現在） 

※4ページで紹介している国土交通省のウェブサイト「官民連携まちづくりポータルサイト」
にも本ファイルへのリンク（「都市再生（整備）歩行者経路協定認可要領（例）」）があり
ますので、併せてご確認ください。 

https://www.mlit.go.jp/toshi/common/000205042.pdf
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